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 生活文化センター株式会社から平成２２年１月２５日付けで、電気

通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３５条第１項の規定に基づ

き、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「ドコモ」という。）

に対する電気通信設備の接続に関する協議の再開に係る命令の申立て

があった。 

 これについて審査した結果、当該接続が同法第３２条第３号に掲げ

る場合に該当すると認められることから、ドコモに対し協議の再開の

命令をしないこととしたい。 

 上記のことについて、同法第１６０条第１号の規定に基づき、諮問

する。 
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